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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学総合研究事業） 

「要介護高齢者の生活機能向上に資する効果的な生活期リハビリテーション／ 

リハビリテーションマネジメントのあり方に関する総合的研究」 

平成 28年度分担研究報告書 

 

大分県における多職種事例検討の試み 

 

研究協力者 日隈武治（大分県理学療法士協会・作業療法協会・言語聴覚士協会 

合同研究会、作業療法士） 

 

【目的】 
本研究の目的は、生活期におけるリハビリテーション（以下，リハ）を実施した事例を他職

種で検討する事例検討会を開き、生活期におけるリハ職の活動と参加を中心とした広い視点で

議論するとともに、各職種の特徴を ICF別に明らかにすることである。 
【方法】 
大分県において多職種による事例検討会を開催した。会の流れは、事例提供者からの事例紹

介を踏まえ、専門職が各々でマネジメントを進める上で必要な視点を付箋に記し、これらを ICF

モデルに沿って分類した。 

【結果】 
１）1ケースを会議にて検証した 

２）各因子の傾向は「健康」に係る項目数は 23項目（35.4％）となり最多となった。次いで

「環境因子」に係る項目が多く 18項目（27.7％）、「活動」と「参加」は各 4項目であっ

た。 

３）職種別では医師と管理栄養士は「健康」項目が多く、医師 6項目（26.1％）、管理栄養士

5（21.7％）となった。 

４）「機能・構造」は歯科衛生士が 6項目（60％）、「環境」は言語聴覚士と福祉用具相談員が

共に 4項目（22.2％）、「個人因子」は作業療法士が 4項目（57.1％）をしめた。 

【考察・結論】 
 リハ計画の作成にあたっては、「健康状態」や「機能・構造」に着目し予後予測から見込める

リハ計画と、「個人因子」といった対象者の将来の生活像を目標に考えるリハ計画の両面性が大

切であり、多職種で協働することによりこれが可能になると考える。 
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A． 研究目的 
本研究の目的は、生活期におけるリハビリテーション（以下，リハ）を実施した事例を他職種

で検討する事例検討会を開き、生活期におけるリハ職の活動と参加を中心とした広い視点で議論

するとともに、各職種の特徴を ICF別に明らかにすることである。 

 
B． 方法 
大分県において多職種による事例検討会を開催した。会の流れは、事例提供者からの事例紹介

を踏まえ、専門職が各々でマネジメントを進める上で必要な視点を付箋に記し、これらを ICF

モデルに沿って分類した。 

 

C. 結 果 

１）日時：平成 28年 11 月 16 日（水）19：00～21：00 

２）参加職種：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、医師、歯科医師、看護師、栄養士、介護

支援専門員、福祉用具相談員 

３）事例：１事例「HOT 中止により活動範囲が拡大した事例」 

項目 内容 

基本情報 男性、78歳、二人家族（主介護者：妻） 

（性格等） 
認知症はあるが自分の意見はしっかり持っている。 

冗談を言うのが好きで、話をはぐらかすのが上手い 

生活歴 

楽しみ 

ADL はすべて自立。１年前までは家事を手伝っていたが、最近は手伝わず

１日の大半を居間のソファーに座って過ごす。 

病 歴 
H13 年に COPD の診断を受け H18 年に HOT 導入となった。 

HOT は就寝時のみ使用 

本人の思い 
「酸素は使いたくない」「他人に具合が悪いと思われるのが嫌」 

「動かなければきつくない」 

家族の思い 以前のように家事を手伝ってほしい 

援助方針 ゴミ捨て、買い物の手伝いを行う 

長期目標 1 日：活動時の低酸素状態を理解し HOT を利用して生活できる 

短期目標 1 年：ゴミ捨てや風呂掃除などが行える 

課題の原因 

COPD による息切れ、低酸素状態 

低活動による廃用⇒息切れの助長 

HOT の操作困難、実際には殆ど使用していない 
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４）観察すべきと考えた項目や質問内容及びその確認の意図 
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５）ICF に沿った観察項目の分類結果 

全因子の項目数は 65 項目、１職種あたり平均 7.3 項目（最大 12 項目、最少 4項目）となった。

また、各因子の傾向は「健康」に係る項目数は 23 項目（35.4％）となり最多となった。次いで

「環境因子」に係る項目が多く 18項目（27.7％）、「活動」と「参加」は各 4項目であった。 

職種別では医師と管理栄養士は「健康」項目が多く、医師6項目（26.1％）、管理栄養士5（21.7％）

となった。「機能・構造」は歯科衛生士が 6項目（60％）、「環境」は言語聴覚士と福祉用具相談

員が共に 4項目（22.2％）、「個人因子」は作業療法士が 4項目（57.1％）をしめた。 

 

 

観察項目を整理した ICF 図 
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D. 考察および E．結論 

今回の大分県多職種検証会議は、医療職・医療技術職が多く参加した。本事例は健康面が生活

機能に与える影響が強く、栄養状態や口腔機能、排泄状態、心肺機能、認知機能に関する情報が

欠かせず、「健康」への視点が必要であったと考える。 

次に、「環境因子」は多くの参加者が着目していた。その中で福祉用具相談員は家屋構造に着

目していたが、その他の専門職は介護力やサービスに視点を置いていた。環境が生活機能に強く

影響するが、中でも日常の人との関わりが生活に与える影響は強く、主介護者や頻繁に接する者

の “関わり方”の情報は不可欠であると考える。 

「個人因子」は作業療法士が特に関心が高く、“そのひとらしさ”や参加・活動の具体性は個

人因子が強く影響を与えることからも、そこへの着目は重要であると考える。介護支援専門員が

着目した項目数は少なかったが、生活の変化に着目しその理由を求めていた。生活の過程の中で

生じる変化に視点を置き、その原因を把握することは大切である。 

「活動」や「参加」に関する項目は少なかった。今後の変化は「健康」や「環境」「個人因子」

が与えることで「活動」「参加」が変化することから納得ができる結果であった。 

最後に、リハ計画の作成にあたっては、「健康状態」や「機能・構造」に着目し予後予測から

見込めるリハ計画と、「個人因子」といった対象者の将来の生活像を目標に考えるリハ計画の両

面性が大切であり、多職種で協働することによりこれが可能になると考える。基底還元論的な視

点と目標指向的な視点を統合してマネジメントすることが大切であると考える。 

 
 
F．健康危険情報 
 なし 

 
G．研究発表 
 なし 

 
H．知的所有権の出願・登録状況 
 なし 
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